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２） 四国地方整備局における「一般土木工事」

　　

における一般競争参加資格の認定の際に、

　

客観的事項（共通事項） について算定した

　

点数 （経営事項評価点数） が１，２００点以上

　

であること（上記１）の再認定を受けた者

　　

にあっては、当該認定の際に経営事項評価

　

点数が１，２００点以上であること。）。

　

３） 当該競争参加資格に係る申請の期限の日

　

から認定を行う日までの期間に、 四国地方

　

整備局長から工事請負契約に係る指名停止

　

等の措置要領（昭和５９年３月２９日付け建設

　

省厚第９１号）に基づく指名停止を受けてい

　

ないこと。

　

４） 警察当局から、暴力団員が実質的に経営

　

を支配する建設業者又はこれに準ずるもの

　　

として、 国土交通省公共事業等からの排除

　

要請があり、当該状態が継続している者で

　

ないこと。

　

５） 会社更生法に基づき更生手続開始の申立

　

てがなされている者又は民事再生法に基づ

　

き再生手続開始の申立てがなされている者

　　

（上記１） の再認定を受けた者を除く。）

　

でないこと。
（２） 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同

　

企業体のすべての構成員は、令和８年８月２８

　

日において次の要件を満たすものとする。

　

１） 平成２３年度以降に元請けとして、以下に

　

示す工事（以下、「同種工事」 という。）の施

　

工実績を有すること （海外インフラプロ

　

ジェクト技術者認定・表彰制度（以下、「海

　

外認定・表彰制度」 という。）により認定さ

　

れた実績を含む。）。なお、共同企業体の構

　

成員としての実績は、 出資比率が２０％以上

　

の場合のものに限る。 また、 乙型共同企業

　

体の施工実績については、 出資比率に関わ

　　

らず構成員として施工を行った分担工事の

　

実績に限る。

　　

・下記の（ァ）から（ィ）のいずれかの要件を満た

　　

す施工実績を有すること。

　　

（ァ｝

　

既製杭（鋼管）を用いた橋梁基礎工

　　

事

　　

（ィ） 既製杭（鋼管） を用いた仮橋もしく

　　　

は仮桟橋工事

　　

なお、当該実績は民間・公共発注のいず

　

れでも認めるが、大臣官房官庁営繕部、地

　

方整備局、 北海道開発局又は内閣府沖縄総

　

合事務局の発注した工事に係る実績である

　

場合にあっては、工事成績評定通知書によ

　

る評定点が６５点未満のものを除く。

　

２）建設業法 （昭和２４年法律第１００号） の土

　

木一式工事につき、許可を有しての営業年

　

数が５年以上あること。ただし、相当の施

　

工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が

　

確保できると認められる場合においては、

　

許可を有しての営業年数が５年未満であっ

　

てもこれを同等として取り扱う。

　

３）建設業法の土木一式工事に係る監理技術

　

者又は国家資格を有する主任技術者を当該

　

工事に専任で配置できること。
（３｝

　

出資比率要件

　

特定建設工事共同企業体の

　

すべての構成員が、均等割の１０分の６以上の

　

出資比率であること。
（４） 代表者要件

　

特定建設工事共同企業体の代

　

表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す

　

る者であって、 その出資比率が構成員中最大
であること。
（５） 特定建設工事共同企業体の協定

　

特定建設

　

工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企

　

業体の事務取扱いについてＪ（昭和５３年１１月１

　

日付け建設省計振発第６９号）の別添「建設工

　

事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」

　

（昭和５３年１１月１日付け建設省茨計振第７７１

　

号）の別紙に示された 「特定建設工事共同企

　

業体協定書 （甲）」によるものとする。

　

一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い

　

７（１｝１） の認定（７（１）１）の再認定を含む。
以下同じ。）を受けていない者を構成員に含む特
定建設工事共同企業体も５及び６により申請を
することができる。この場合において、特定建
設工事共同企業体としての資格が認定されるた
めには、 ７｛１）１）の認定を受けていない構成員
が７（１）１）の認定を受けることが必要である。

　

なお、 この場合において、７（１）１）の認定を
受けていない構成員が当該工事に係る開札の時
までに７（１）１） の認定を受けていないとき並び

に当該認定を受けたものの認定の際に算定した
経営事項評価点数が７（１）２）の条件に満たない
とき又は７（１）１）の一般競争参加資格がないと
の認定（７（１）１）の四国地方整備局長が別に定
める手続における一般競争参加資格がないとの
認定を含む。）を受けたときは、特定建設工事共
同企業体としての資格がないと認定する。

８

　

また、当該工事の開札の時までに、構成員が

　

７｛１）１）の認定を受けるための審査並びに特定
建設工事共同企業体としての資格の審査が終了
せず、競争に参加できないことがある。
９

　

資格審査結果の通知

　　

「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
１０

　

資格の有効期間

　

特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。

　

ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の
者にあっては、当該工事に係る契約が締結され
る日までとする。
１１

　

その他
｛１） 特定建設工事共同企業体の名称は、「令和

　

８－１１年度

　

横断道津田大橋仮桟橋工事○

　

○・○○特定建設工事共同企業体」 とする。
（２） 当該工事に係る競争に参加するためには、

　

開札の時において、特定建設工事共同企業体

　

としての資格認定を受け、 かつ、当該工事の

　　

「入札公告（建設工事）」に示すところにより

　

競争参加資格の確認を受けていなければなら

　

ない。

三

　

招

　　　

請

　

三

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和８年７月１５日

　

国立大学法人弘前大学
契約担当役

　

理事（総務担当）

　

中揮

　

恵大
◎調達機関番号

　

４１５

　

◎所在地番号

　

０２
１ 調達内容
（１） 品目分類番号

　

１５、２８
（２） 導入計画物品及び数量，弘前大学デジタル

　

キャンパス基盤ネットワーク

　

一式
（３） 調達方法

　

借入
（４） 導入予定時期

　

令和１０年３月以降
（５） 調達に必要とされる基本的な要求要件

　　

次の１～Ｖで構成される。

　　

１

　

基幹スイッチ

　

ロ フロアスイッチ

　　

皿

　

無線ＬＡＮアクセスポイント

　

ｎ′

　

セ

　

キュリティ対策システム

　

Ｖ 認証システム

４

　

資料及びコメントの提供方法

　

上記１｛２）の物
品に関する一般的な参考資料及び同（５）の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
（１） 資料等の提供期限

　

令和８年９月１０日１７時

　

００分（郵送の場合は必着のこと。）
（２） 提供先

　

〒０３６一８５６０青森県弘前市文京町

　

１

　

弘前大学財務部契約課

　

第２契約担当

　

電話０１７２一３９一３０９３

　

説明書の交付

　

本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
（１） 交付期間

　

令和８年７月１５日から令和８年

　

９月１０日まで。
｛２） 交付場所

　

上記２〔２｝に同じ。

　

説明会の開催

　

本公表に基づく導入説明会を
開催する。
（１） 開催日時

　

令和８年７月２８日１４時００分
｛２） 開催場所

　

弘前大学情報連携統括本部情報

　

基盤センター

　

２階

　

２０６会議室

　

その他

　

この導入計画の詳細は導入説明書に
よるｄなお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。

　

ＳｕＩＴＩ１ｎａｒｙ
（１｝

　

Ｃ１ａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎｏｆｔｈｅｐｒｏｄｕｃｔｓｔｏｂｅｐｒひ

　

ｃｕｒｅｄ：１５，２８

（２） Ｎａｔｕｒｅａｎｄｑｕａｎｔｉｔｙｏｆｔｈｅｐｒｏｄｕｃｔｓｔｏｂｅ

　

ｒｅｎｔ：ＨｉｒｏｓａｋｉＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙＤｉｇｉｔａＩＣａｍｐｕｓ

　

ｌｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅＮｅｔｗｏｒｋｌｓｅｔ
｛３） Ｔｙｐｅｏｆｔｈｅｐｒｏｃｕｒｅｍｅｎｔ：Ｒｅｎｔ
（４１

　

Ｂａｓｉｃｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔｓｏｆｔｈｅｐｒｏｃｕｒｅｍｅｎｔ：

　　　

１・ Ｃｏｒｅ

　

Ｓｗｉｔｃｈｅｓ

　

□． Ｆ１ｏｏｒ

　

ｓＷｉｔｃｈ‐

　

ｅｓ

　

江１． ＷｒｉｒｅｌｅｓｓＬＡＮ Ａｃｃｅミ鵜Ｐｏｉｎｔｓ

　

１Ｖ，

　

Ｓｅｃｕｒｉｔｙ

　

Ｍｅａｓｕｒｅｓ

　

Ｓｙｓｔｅｍ

　

Ｖ． Ａｕｔｈｅｎ－

　

ｔｉｃａｔｉｏｎｓｙｓｔｅｍ
（５） Ｔｉｍｅｌｉｍｉｔｆｏｒｔｈｅｓｕｂｍｉｓｓｉｏｎｏｆｔｈｅｒｅ‐

　

ｑｕｅｓｔｅｄ

　

ｍａｔｅｒｉａｌ：１７：００

　

１ｏ

　

ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ，

　

２０２６

（６） Ｃｏｎｔａｃｔｐｏｉｎｔｆｏｒｔｈｅｎｏｔｉｃｅ：ＣｏｎｔｒａｃｔＤｉ‐

　

ｖｉｓｉｏｎ，Ｆｉｎａｎｃｅｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ，ＨｉｒｏｓａｋｉＵｎｉ‐

　

Ｖｅｒｓｉｔｙ，１‐Ｂｕｎｋｙｏ‐ｃｈｏＨｉｒｏｓａｋｉ－ｓｈｉＡｏ】ｍｏｒｉ

　

０３６‐■８５６０Ｊａｐａｎ，ＴＥＬＯ１７２‐一３９－３０９３

２

　　　　

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了したので、仕様書案に対する意見を招請します。
令和８年７月１５日
支出負担行為担当官

　

厚生労働省大臣官房会計課長

　

吉田

　

一生


